
【社会福祉法】 

（計算書類等の閲覧関係） 

第四十五条の三十二  

１～２ 省略 

３ 評議員及び債権者は、社会福祉法人の業務時間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができ

る。ただし、債権者が第二号又は第四号に掲げる請求をするには、当該社会福祉法人の定めた費用を支払

わなければならない。 

一 計算書類等が書面をもつて作成されているときは、当該書面又は当該書面の写しの閲覧の請求 

二 前号の書面の謄本又は抄本の交付の請求 

三 計算書類等が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に記録された事項を厚生

労働省令で定める方法により表示したものの閲覧の請求 

四 前号の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって社会福祉法人の定めたものにより提供す

ることの請求又はその事項を記載した書面の交付の請求 

４ 何人（評議員及び債権者を除く。）も、社会福祉法人の業務時間内は、いつでも、次に掲げる請求を

することができる。この場合においては、当該社会福祉法人は、正当な理由がないのにこれを拒んではな

らない。 

一 計算書類等が書面をもつて作成されているときは、当該書面又は当該書面の写しの閲覧の請求 

二 計算書類等が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に記録された事項を厚生

労働省令で定める方法により表示したものの閲覧の請求 

（財産目録等の閲覧関係） 

第四十五条の三十四  

１～２ 省略 

３ 何人も、社会福祉法人の業務時間内は、いつでも、財産目録等について、次に掲げる請求をすること

ができる。この場合においては、当該社会福祉法人は、正当な理由がないのにこれを拒んではならない。 

一 財産目録等が書面をもって作成されているときは、当該書面又は当該書面の写しの閲覧の請求 

二 財産目録等が電磁的記録をもつて作成されているときは、当該電磁的記録に記録された事項を厚生

労働省令で定める方法により表示したものの閲覧の請求 

４ 省略 

（会計帳簿の閲覧関係） 

第四十五条の二十五 評議員は、社会福祉法人の業務時間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることが

できる。 

一 会計帳簿又はこれに関する資料が書面をもって作成されているときは、当該書面の閲覧又は謄写の

請求 

二 会計帳簿又はこれに関する資料が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に記

録された事項を厚生労働省令で定める方法により表示したものの閲覧又は謄写の請求 

 

 



（評議員会の議事録の閲覧関係） 

第四十五条の十一  

１～３ 省略 

４ 評議員及び債権者は、社会福祉法人の業務時間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができ

る。 

一 第一項の議事録が書面をもって作成されているときは、当該書面又は当該書面の写しの閲覧又は謄

写の請求 

二 第一項の議事録が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に記録された事項を

厚生労働省令で定める方法により表示したものの閲覧又は謄写の請求 

（評議員会の決議の省略に係る議事録の閲覧関係） 

第四十五条の九  

１～９ 省略 

１０ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第百八十一条から第百八十三条まで及び第百九十二

条の規定は評議員会の招集について、同法第百九十四条の規定は評議員会の決議について、同法第百九十

五条の規定は評議員会への報告について、それぞれ準用する。この場合において、同法第百八十一条第一

項第三号及び第百九十四条第三項第二号中「法務省令」とあるのは、「厚生労働省令」と読み替えるもの

とするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

（理事会の議事録等の閲覧関係） 

第四十五条の十五  

１ 省略 

２ 評議員は、社会福祉法人の業務時間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができる。 

一 議事録等が書面をもつて作成されているときは、当該書面の閲覧又は謄写の請求 

二 議事録等が電磁的記録をもつて作成されているときは、当該電磁的記録に記録された事項を厚生労

働省令で定める方法により表示したものの閲覧又は謄写の請求 

３ 債権者は、理事又は監事の責任を追及するため必要があるときは、裁判所の許可を得て、議事録等に

ついて前項各号に掲げる請求をすることができる。 

（清算人会の議事録等の閲覧関係） 

第四十六条の二十  

１ 省略 

２ 評議員は、清算法人の業務時間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができる。 

一 議事録等が書面をもつて作成されているときは、当該書面の閲覧又は謄写の請求 

二 議事録等が電磁的記録をもつて作成されているときは、当該電磁的記録に記録された事項を厚生労

働省令で定める方法により表示したものの閲覧又は謄写の請求 

３ 債権者は、清算人又は監事の責任を追及するため必要があるときは、裁判所の許可を得て、議事録等

について前項各号に掲げる請求をすることができる。 

 

 



（清算法人の貸借対照表等の閲覧関係） 

第四十六条の二十六  

１ 省略 

２ 評議員及び債権者は、清算法人の業務時間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができる。た

だし、債権者が第二号又は第四号に掲げる請求をするには、当該清算法人の定めた費用を支払わなければ

ならない。 

一 貸借対照表等が書面をもって作成されているときは、当該書面の閲覧の請求 

二 前号の書面の謄本又は抄本の交付の請求 

三 貸借対照表等が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に記録された事項を厚

生労働省令で定める方法により表示したものの閲覧の請求 

四 前号の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって清算法人の定めたものにより提供するこ

との請求又はその事項を記載した書面の交付の請求 

（吸収合併契約に関する書面等の閲覧関係） 

第五十一条  

１ 省略 

２ 吸収合併消滅社会福祉法人の評議員及び債権者は、吸収合併消滅社会福祉法人に対して、その業務時

間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができる。ただし、債権者が第二号又は第四号に掲げる請

求をするには、当該吸収合併消滅社会福祉法人の定めた費用を支払わなければならない。 

一 前項の書面の閲覧の請求 

二 前項の書面の謄本又は抄本の交付の請求 

三 前項の電磁的記録に記録された事項を厚生労働省令で定める方法により表示したものの閲覧の請求 

四 前項の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって吸収合併消滅社会福祉法人の定めたもの

により提供することの請求又はその事項を記載した書面の交付の請求 

（吸収合併契約に関する書面等の閲覧関係） 

第五十四条  

１ 省略 

２ 吸収合併存続社会福祉法人の評議員及び債権者は、吸収合併存続社会福祉法人に対して、その業務時

間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができる。ただし、債権者が第二号又は第四号に掲げる請

求をするには、当該吸収合併存続社会福祉法人の定めた費用を支払わなければならない。 

一 前項の書面の閲覧の請求 

二 前項の書面の謄本又は抄本の交付の請求 

三 前項の電磁的記録に記録された事項を厚生労働省令で定める方法により表示したものの閲覧の請求 

四 前項の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって吸収合併存続社会福祉法人の定めたもの

により提供することの請求又はその事項を記載した書面の交付の請求 

 

 

 



（新設合併契約に関する書面等の閲覧関係） 

第五十四条の七  

１ 省略 

２ 新設合併消滅社会福祉法人の評議員及び債権者は、新設合併消滅社会福祉法人に対して、その業務時

間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができる。ただし、債権者が第二号又は第四号に掲げる請

求をするには、当該新設合併消滅社会福祉法人の定めた費用を支払わなければならない。 

一 前項の書面の閲覧の請求 

二 前項の書面の謄本又は抄本の交付の請求 

三 前項の電磁的記録に記録された事項を厚生労働省令で定める方法により表示したものの閲覧の請求 

四 前項の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって新設合併消滅社会福祉法人の定めたもの

により提供することの請求又はその事項を記載した書面の交付の請求 

（吸収合併に関する書面等の閲覧関係） 

第五十四条の四  

１～２ 省略 

３ 吸収合併存続社会福祉法人の評議員及び債権者は、吸収合併存続社会福祉法人に対して、その業務時

間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができる。ただし、債権者が第二号又は第四号に掲げる請

求をするには、当該吸収合併存続社会福祉法人の定めた費用を支払わなければならない。 

一 第一項の書面の閲覧の請求 

二 第一項の書面の謄本又は抄本の交付の請求 

三 第一項の電磁的記録に記録された事項を厚生労働省令で定める方法により表示したものの閲覧の請

求 

（新設合併に関する書面等の閲覧関係） 

第五十四条の十一  

１～２ 省略 

３ 新設合併設立社会福祉法人の評議員及び債権者は、新設合併設立社会福祉法人に対して、その業務時

間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができる。ただし、債権者が第二号又は第四号に掲げる請

求をするには、当該新設合併設立社会福祉法人の定めた費用を支払わなければならない。 

一 前項の書面の閲覧の請求 

二 前項の書面の謄本又は抄本の交付の請求 

三 前項の電磁的記録に記録された事項を厚生労働省令で定める方法により表示したものの閲覧の請求 

四 前項の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって新設合併設立社会福祉法人の定めたもの

により提供することの請求又はその事項を記載した書面の交付の請求 

 

 

 

 

 

 



【社会福祉連携推進方針（社会福祉連携推進法人の認定等について）別添「社会福祉連携推進法人認定・運営

基準」】 

（財産目録、役員等名簿、役員報酬等基準、別に定める法人現況報告書の閲覧関係） 

第４ 連携推進法人の業務運営 

10 計算書類等の作成、備置き及び閲覧（一般法人法第 10 条及び第 14 条、第 31 条及び第 32 条、第 99

条、第 107 条、第 123 条、第 129 条並びに法第 127 条、法第 138 条により準用される第 45 条の 32 第４

項及び第 45 条の 34、法第 139 条第４項の規定により準用される法第 34 条の２第３項関係）  

（１）連携推進法人は、次の①から③までに掲げる書類（（３）において「備置書類」という。）を作成し、

それぞれに掲げる期間、その主たる事務所及び従たる事務所に備え置かなければならないものであるこ

と。  

①～②  省略  

③ 財産目録、役員等名簿、役員報酬等基準、別に定める法人現況報告書（法第 138 条により準用される

第 45 条の 34 第１項第４号に規定する事業の概要その他の事項を記載した書類をいう。以下同じ。）、社

会福祉連携推進方針、社会福祉連携推進評議会による評価結果  

５年間（従たる事務所にあってはその写しを３年間）  

（２） 省略  

（３）備置書類については、何人も閲覧等の請求を行うことができるものであること。  

なお、社員及び債権者に対しては、当該閲覧等の請求に応ずる義務があるものであり、その他の者からの

請求については正当な理由なく拒んではならないものであること。  

また、備置書類が書面によって作成されているときは書面で、電磁的記録をもって作成されているとき

は、当該電磁的記録の閲覧の請求ができること。 

 

【社会福祉法施行規則】 

（電磁的記録に記録された事項を表示する方法） 

第二条の三 次に掲げる規定に規定する厚生労働省令で定める方法は、次に掲げる規定の電磁的記録（法

第三十一条第二項に規定する電磁的記録をいう。以下同じ。）に記録された事項を紙面又は映像面に表示

する方法とする。 

一 法第三十四条の二第二項第三号 

二 法第三十四条の二第三項第二号（法第百三十九条第四項において準用する場合を含む。） 

三 法第四十五条の九第十項において準用する一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成十八

年法律第四十八号）第百九十四条第三項第二号 

四 法第四十五条の十一第四項第二号 

五 法第四十五条の十五第二項第二号 

六 法第四十五条の十九第三項第二号 

七 法第四十五条の二十五第二号 

八 法第四十五条の三十二第三項第三号 

九 法第四十五条の三十二第四項第二号（法第百三十八条第一項において準用する場合を含む。） 

十 法第四十五条の三十四第三項第二号（法第百三十八条第一項において準用する場合を含む。） 



十一 法第四十六条の二十第二項第二号 

十二 法第四十六条の二十六第二項第三号 

十三 法第五十一条第二項第三号 

十四 法第五十四条第二項第三号 

十五 法第五十四条の四第三項第三号 

十六 法第五十四条の七第二項第三号 

十七 法第五十四条の十一第三項第三号 


